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議案第　７　号　

　（総　則）

第１条　令和８年度滝沢市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　戸

（２） 　㎥

（３） 　㎥

（４）

管渠建設事業 千円

雨水建設事業 千円

流域下水道建設費 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　第１款　下水道事業費用 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

　対し不足する額306,335千円は、損益勘定留保資金等で補てんするものとする。）。

　第１款　資 本 的 収 入 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

60,244

55,601

収　　　　　　入

支　　　　　　出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

791,108

331,329

令和８年度滝沢市下水道事業会計予算

26,500

主要な建設改良事業

1,097,025

1,036,781

1,122,437

営 業 費 用

168,928

汚 水 処 理 戸 数

年 間 総 処 理 水 量

一 日 平 均 処 理 水 量

16,501

3,360,310

9,206

560,378

収　　　　　　入

253,573

306,505

83,100

254,043

21,843

149,100企 業 債

補 助 金

負 担 金

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

その他資本的支出

支　　　　　　出

300
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限度額

千円

93,600

55,500

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用と営業外費用の項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

　それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費　43,470千円39,232千円

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業費に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、199,876千円

　である。

　政府資金その他借入先の融
資条件による。
　ただし、財政又は借入先の
都合並びに金融の状況により
繰り上げ償還し、又は償還年
限を短縮し若しくは低利に借
換えすることができる。

利率起債の目的

公共下水道事業債

償還の方法

　年7.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
については、当該見
直し後の利率）

起債の方法

【借入先】
　財務省、銀行その他
【借入方法】
　普通貸借又は証券発行
【借入時期】 令和8年度
　ただし、財政の都合等
により起債金額の全部又
は一部を翌年度に繰り延
べて起債することができ
る。

期間

水洗便所改造資金融資額に係る損失額

自　令和 8年度
至　令和13年度

水洗便所改造資金借受者に対する利子補給につ
いての債務負担

水洗便所改造資金の金融機関融資に係る損失補
償についての債務負担

自　令和 8年度
至　令和13年度

滝沢市長　武田　哲　　　　　

　令和８年２月２０日提出

流域下水道事業債

事項 限度額

融資期間内において融資した元本につ
いて期間融資残高に対し、年5.0％以
内で計算した額
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予算に関する説明書



.



収益的収入及び支出

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

4

2

1

2

3

4

5

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2

1

営 業 外 費 用 60,244

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

60,244

212

資 産 減 耗 費 4,439

管 渠 費 86,353

流 域 下 水 道 管 理 費 264,541

業 務 費

普 及 促 進 費 240

そ の 他 営 業 費 用

60,264

雑 収 益 8,119

総 係 費 22,537

引 当 金 戻 入 益 1,094

1,036,781

下 水 道 事 業 費 用 1,097,025

長 期 前 受 金 戻 入 320,285

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金 1,830

1

    支    出

款 項

令和８年度滝沢市下水道事業会計予算実施計画

    収    入

款 項 目 予 定 額 備　　考

559,986

下 水 道 事 業 収 益 1,122,437

下 水 道 使 用 料

30,380他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金 199,876

そ の 他 営 業 収 益 866

営 業 収 益 791,108

減 価 償 却 費 591,171

営 業 外 収 益 331,329

目 予 定 額 備　　考

雨 水 処 理 費 7,024

営 業 費 用
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資本的収入及び支出

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

1

3

1

2

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

1

1

1

2

3

4

2

1

3

1

その他資本的支出 300

企 業 債 償 還 金 306,505

出 資 及 び 貸 付 金 300

560,378

11,284

企 業 債 償 還 金 306,505

26,500

固 定 資 産 購 入 費 2,544

流 域 下 水 道 建 設 費 55,601

管 渠 建 設 事 業 費 168,928

雨 水 建 設 事 業 費

建 設 改 良 費

款 項 目 予 定 額 備　　考

253,573

款 項 目 予 定 額 備　　考

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 負 担 金

補 助 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

10,559

受益者負担金・分担金

　　支　　出

　　収　　入

149,100

254,043

83,100

83,100

149,100

負 担 金 21,843
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 3,599

減価償却費 591,171

資産減耗費 4,439

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18

賞与引当金及び法定福利費引当金の増減額（△は減少） 289

長期前受金戻入額 △ 320,285

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息及び企業債取扱諸費 60,244

未収金の増減額（△は増加） △ 10,682

未払金の増減額（△は減少） 3,140

　小計 331,932

利息及び配当金の受領額 1

利息の支払額 △ 60,244

業務活動によるキャッシュ・フロー 271,689

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 181,589

無形固定資産の取得による支出 △ 50,547

貸付金等の支出 △ 300

国庫補助金等による収入 83,100

受益者負担金・分担金による収入 11,284

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 138,052

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 149,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 306,505

企業債償還に対する他会計からの繰入による収入 10,559

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 146,846

資金減少額 13,209

資金期首残高 461,595

資金期末残高 448,386

令和８年度滝沢市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位：千円）
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１  総    括
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

給料 手当 計
本 3 ( 1 ) 10,926 5,710 16,636 3,742 1,363 21,741
年 2 ( 0 ) 8,256 5,770 14,026 3,465 0 17,491
度 5 ( 1 ) 19,182 11,480 30,662 7,207 1,363 39,232
前 3 ( 0 ) 8,777 5,131 13,908 3,551 978 18,437
年 2 ( 0 ) 6,217 3,830 10,047 2,612 0 12,659
度 5 ( 0 ) 14,994 8,961 23,955 6,163 978 31,096
比 0 ( 1 ) 2,149 579 2,728 191 385 3,304

0 ( 0 ) 2,039 1,940 3,979 853 0 4,832
較 0 ( 1 ) 4,188 2,519 6,707 1,044 385 8,136

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

寒冷地手当
時 間 外
勤務手当

本年度 546 0 1,068 － 321 1,764
前年度 486 270 433 － 338 1,825
比　較 60 △ 270 635 － △ 17 △ 61

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 － 4,261 3,520
前年度 － 3,093 2,516
比　較 － 1,168 1,004

ア 会計年度任用職員以外の職員
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

給料 手当 計
本 3 ( 0 ) 8,860 4,858 13,718 3,248 1,363 18,329
年 2 ( 0 ) 8,256 5,770 14,026 3,465 0 17,491
度 5 ( 0 ) 17,116 10,628 27,744 6,713 1,363 35,820
前 2 ( 0 ) 6,137 4,068 10,205 2,374 978 13,557
年 2 ( 0 ) 6,217 3,830 10,047 2,612 0 12,659
度 4 ( 0 ) 12,354 7,898 20,252 4,986 978 26,216
比 1 ( 0 ) 2,723 790 3,513 874 385 4,772

0 ( 0 ) 2,039 1,940 3,979 853 0 4,832
較 1 ( 0 ) 4,762 2,730 7,492 1,727 385 9,604

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

寒冷地手当
時 間 外
勤務手当

本年度 546 0 1,017 － 321 1,764
前年度 486 270 382 － 338 1,825
比　較 60 △ 270 635 － △ 17 △ 61

区　分
管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 － 3,826 3,154
前年度 － 2,543 2,054
比　較 － 1,283 1,100

給  与  費  明  細  書

区        分
法　定
福利費

引当金
繰入額

合　計
給        与        費職員数

（人）

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合        計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合        計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合        計

損益勘定支弁職員

手当の
内　訳

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

職員数
（人）

合        計

区        分

資本勘定支弁職員

合        計

資本勘定支弁職員

手当の
内　訳

管理職手当

0
0
0

合        計

－
－
－

宿日直手当

損益勘定支弁職員

管理職手当

0
0
0

合　計

宿日直手当

－
－
－

給        与        費 法　定
福利費

引当金
繰入額

※ ( )内は、短時間勤務職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の4第1項に規定する短時間勤務の職を

占める職員をいう。以下同じ。）について外書き。

※ ( )内は、短時間勤務職員について外書き。
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イ 会計年度任用職員
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

計
本 0 ( 1 ) 2,918 494 － 3,412
年 0 ( 0 ) 0 0 － 0
度 0 ( 1 ) 2,918 494 － 3,412
前 1 ( 0 ) 3,703 1,177 － 4,880
年 0 ( 0 ) 0 0 － 0
度 1 ( 0 ) 3,703 1,177 － 4,880
比 △ 1 ( 1 ) △ 785 △ 683 － △ 1,468

0 ( 0 ) 0 0 － 0
較 △ 1 ( 1 ) △ 785 △ 683 － △ 1,468

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

区　分 勤勉手当

本年度 366
前年度 462

比　較 △ 96

２  給料及び手当の増減額の明細

増減額
（千円）

4,188  平均昇給率 3.07％

 給与の改定率 3.83％

 増減分  給与改定の適用日  

 職員数の異動状況

 本年度 6人 0人 6人

 前年度 5人 0人 5人

 増  減 1人 0人 1人

2,519 期末手当   6月期の支給割合　

 増減分    1.25を1.2625に引き上げ

 12月期の支給割合　

   1.25を1.2625に引き上げ

勤勉手当   6月期の標準的な支給割合　

　 1.05を1.0625に引き上げ

 12月期の標準的な支給割合　

　 1.05を1.0625に引き上げ

人事異動等

△ 211
0

△ 211

期末手当

435

手  当  給与改定に伴う

説　　明

人事異動等

その他の増減分

 昇給に伴う増減分

 給与改定に伴う

75

その他の増減分

△ 574
0

△ 574

時 間 外
勤務手当

0
0

0

 その他の増減分

131

651

3,406

 増減事由別内訳
（千円）

2,444

2,066

51

0

令和7年4月1日

(会計年度任用職員1人含む。）

(会計年度任用職員1人含む。）

 その他の増減分

1,063

△ 115

通勤手当

51
550

損益勘定支弁職員

合        計

資本勘定支弁職員

区        分
職員数
（人）

損益勘定支弁職員

合　計
給        与        費

給料

2,640

手当

1,0632,640
0

852
0

852

2,066
0

法　定
福利費

引当金
繰入額

0

合        計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区　分

給  料

　 (計)
現に在職

する職員数

備　　　　　考

合        計

手当の
内　訳

資本勘定支弁職員

（その他）

※ ( )内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。
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３  給料及び手当の状況(会計年度任用職員を除く。)

（２）初任給

200,300

（３） 級別職員数

級
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 20.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 20.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 20.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

2 40.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

5 100.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 25.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

2 50.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

0 0.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

1 25.0
（ 0 ） （ 0.0 ）

4 100.0

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

７          級

令和７年１月１日現在

６          級

５          級

４          級

３          級

２          級

１          級

計

計

７          級

令和８年１月１日現在

区          分 行 政 職 （円）

５          級

４          級

３          級

２          級

１          級

区          分
行              政              職

職員数（人） 構成比（％）

６          級

一般会計の制度

行 政 職（円）

高　　校　　卒 200,300

令和７年１月１日現在

平均給料月額 （円） 276,025

平均給与月額 （円） 303,425

平 均 年 齢  （歳） 40.50

（１）職員１人当たり給与

区                      分 行  政  職

令和８年１月１日現在

平均給料月額 （円） 283,080

平均給与月額 （円） 340,212

平 均 年 齢  （歳） 31.20
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（級別の基準となる職務）

（４） 昇給

※職員数欄には、短時間勤務職員以外の職員数を記載

－ －

1 1

1 1

－ －

1 1

1 1

4 4

44

－ －

3

－

－

2

－

－

3

－

－

2

－

－

5

5

5

5

－ －

 ３号給　（人）

 ４号給　（人）

 ５号給　（人）

 ６号給　（人）

 その他　（人）

比率 （Ｂ）／（Ａ）         （％）

100.0 100.0

前年度

職 員 数  （Ａ）   （人）

昇給に係る職員数  （Ｂ）   （人）

号給数別内訳

 １号給　（人）

 ２号給　（人）

比率 （Ｂ）／（Ａ）         （％）

100.0 100.0

代 表 的 な 職 務

行     政     職

本年度

職 員 数  （Ａ）   （人）

昇給に係る職員数  （Ｂ）   （人）

号給数別内訳

 １号給　（人）

 ２号給　（人）

合        計

 ３号給　（人）

 ４号給　（人）

 ５号給　（人）

 ６号給　（人）

 その他　（人）

２    級   主任の職務

１    級   主事、技師の職務

区 分

５    級   総括主査、副主幹の職務

４　  級   主任主査の職務

３    級   主査の職務

区    分 行      政      職

７　　級   部長、参事の職務

６    級   課長、主幹の職務
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（５） 特殊勤務手当

（％）

（％）

（６） 期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

（ 1.205 ） （ 1.205 ） （ 2.410 ）

2.285 2.285 4.570

（ 1.180 ） （ 1.180 ） （ 2.360 ）

2.260 2.260 4.520

（ 1.205 ） （ 1.205 ） （ 2.410 ）

2.285 2.285 4.570

※（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率。

（７） その他の手当

通   勤   手   当 同      じ

区        分 一般会計の制度との異同

扶   養   手   当 同      じ

住   居   手   当 同      じ

備   考

本    年    度 有

前    年    度 有

一般会計の制度 有

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 － －

区        分
標準的な支給期別支給率

支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

差 異 の 内 容

－

－

－

区              分 全    職    種 行　　政　　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 － －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 － －
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金額 金額 企業債
国　庫
補助金

その他

融資期間内において融資
した元本について期間融
資残高に対し年5.0％以
内で計算した額

自
至

 令和3年度
 令和7年度

29 1 1

水洗便所改造資金融資額
に係る損失額

自
至

 令和3年度
 令和7年度

0
限度額
に同じ

当年度
以降の
支出予
定額

融資期間内において融資
した元本について期間融
資残高に対し年5.0％以
内で計算した額

自
至

 令和5年度
 令和7年度

38
自
至

 令和 8年度
 令和10年度

12 12

水洗便所改造資金融資額
に係る損失額

自
至

 令和5年度
 令和7年度

0
自
至

 令和 8年度
 令和10年度

限度額
に同じ

当年度
以降の
支出予
定額

融資期間内において融資
した元本について期間融
資残高に対し年5.0％以
内で計算した額

12
自
至

 令和 8年度
 令和12年度

24 24

水洗便所改造資金融資額
に係る損失額

0
自
至

 令和 8年度
 令和12年度

限度額
に同じ

当年度
以降の
支出予
定額

融資期間内において融資
した元本について期間融
資残高に対し年5.0％以
内で計算した額

－
自
至

 令和 8年度
 令和13年度

71 71

水洗便所改造資金融資額
に係る損失額

－
自
至

 令和 8年度
 令和13年度

限度額
に同じ

当年度
以降の
支出予
定額

債務負担行為に関する調書

(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

事    項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の
左の財源内訳

支払義務発生(見込)額 支払義務発生予定額

期間 期間

水洗便所改造資金借受者に
対する利子補給についての
債務負担
(令和3年度分)

水洗便所改造資金の金融機
関融資に係る損失補償につ
いての債務負担
(令和3年度分)

水洗便所改造資金借受者に
対する利子補給についての
債務負担
(令和5年度分)

令和8年度

令和8年度

水洗便所改造資金の金融機
関融資に係る損失補償につ
いての債務負担
(令和5年度分)

水洗便所改造資金借受者に
対する利子補給についての
債務負担
(令和8年度分)

－

水洗便所改造資金の金融機
関融資に係る損失補償につ
いての債務負担
(令和8年度分)

－

水洗便所改造資金借受者に
対する利子補給についての
債務負担
(令和7年度分)

水洗便所改造資金の金融機
関融資に係る損失補償につ
いての債務負担
(令和7年度分)

令和7年度

令和7年度
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１　営業収益

（1）　下水道使用料 513,244

（2）　他会計負担金 25,108

（3）　他会計補助金 214,189

（4）　その他営業収益 789 753,330

２　営業費用

（1）　管渠費 74,940 　

（2）　雨水処理費 1,823

（3）　流域下水道管理費 247,265

（4）　業務費 53,012

（5）　総係費 14,569

（6）　減価償却費 589,102

（7）　資産減耗費 7,801

（8）　普及促進費 240

（9）　その他営業費用 198 988,950

　営　業　損　失 235,620

３　営業外収益

（1）　受取利息及び配当金 1

（2）　他会計負担金 1,952

（3）　引当金戻入益 634

（4）　長期前受金戻入 321,113

（5）　雑収益 61 323,761

４　営業外費用

（1）　支払利息及び企業債取扱諸費 60,205 60,205 263,556

　経　常　利　益 27,936

　当年度純利益 27,936

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 128,654

　当年度未処分利益剰余金 156,590

令和７年度滝沢市下水道事業予定損益計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

(単位：千円、消費税及び地方消費税抜)
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１ 固定資産

(1) 有形固定資産

ア 土地 67,362

イ 構築物 18,695,593

減価償却累計額 △ 5,321,058 13,374,535

ウ 機械及び装置 459,620

減価償却累計額 △ 231,349 228,271

エ 車両運搬具 135

減価償却累計額 △ 128 7

オ 建設仮勘定 104,188

　有形固定資産合計 13,774,363

(2) 無形固定資産

ア 施設利用権 1,592,289

　無形固定資産合計 1,592,289

(3) 投資その他の資産

ア 出資金 240

イ 長期貸付金 300

　投資その他の資産合計 540

　固定資産合計 15,367,192

２ 流動資産

(1) 現金預金

ア 預金 461,595

　現金預金合計 461,595

(2) 未収金

ア 営業未収金 58,483

貸倒引当金 △ 20 58,463

イ 営業外未収金 4,380

ウ その他未収金 1,098

　未収金合計 63,941

　流動資産合計 525,536
　資産合計 15,892,728

３ 固定負債

(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 4,111,459

　企業債合計 4,111,459

　固定負債合計 4,111,459

４ 流動負債

(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 306,500

　企業債合計 306,500

令和７年度滝沢市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

(単位：千円)

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部
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(2) 未払金

ア 営業未払金 21,582

イ その他未払金 150

　未払金合計 21,732

(3) 引当金

ア 賞与引当金 899

イ 法定福利費引当金 175

　引当金合計 1,074

　流動負債合計 329,306

５ 繰延収益

(1) 長期前受金

ア 国庫補助金 4,717,068

収益化累計額 △ 1,204,912 3,512,156

イ 県補助金 403,252

収益化累計額 △ 143,891 259,361

ウ 受益者負担金・分担金 886,179

収益化累計額 △ 219,826 666,353

エ 受贈財産評価額 5,137,413

収益化累計額 △ 1,830,957 3,306,456

オ その他長期前受金 99,399

収益化累計額 △ 99,361 38

　長期前受金合計 7,744,364

　繰延収益合計 7,744,364

　負債合計 12,185,129

６ 資本金

(1) 固有資本金 2,260,059

(2) 組入資本金 1,150,854

　 　資本金合計 3,410,913

７ 剰余金

(1) 資本剰余金

ア 国庫補助金 20,487

イ 県補助金 13

ウ 負担金・分担金 1,374

エ 受贈財産評価額 2,958

オ その他資本剰余金 115,264

　資本剰余金合計 140,096

(2) 利益剰余金

ア 当年度未処分利益剰余金 156,590

　利益剰余金合計 156,590

　剰余金合計 296,686

　資本合計 3,707,599
　負債資本合計 15,892,728

資　　本　　の　　部
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１　営業収益

（1）　下水道使用料 509,079

（2）　他会計負担金 30,380

（3）　他会計補助金 199,876

（4）　その他営業収益 866 740,201

２　営業費用

（1）　管渠費 79,783 　

（2）　雨水処理費 6,386

（3）　流域下水道管理費 240,492

（4）　業務費 54,790

（5）　総係費 22,170

（6）　減価償却費 591,171

（7）　資産減耗費 4,439

（8）　普及促進費 240

（9）　その他営業費用 198 999,669

　営　業　損　失 259,468

３　営業外収益

（1）　受取利息及び配当金 1

（2）　他会計負担金 1,830

（3）　引当金戻入益 1,094

（4）　長期前受金戻入 320,285

（5）　雑収益 101 323,311

４　営業外費用

（1）　支払利息及び企業債取扱諸費 60,244 60,244 263,067

　経　常　利　益 3,599

　当年度純利益 3,599

　前年度繰越利益剰余金 0

　その他未処分利益剰余金変動額 27,936

　当年度未処分利益剰余金 31,535

令和８年度滝沢市下水道事業予定損益計算書

(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

(単位：千円、消費税及び地方消費税抜)
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１ 固定資産

(1) 有形固定資産

ア 土地 67,362

イ 構築物 18,941,870

減価償却累計額 △ 5,827,870 13,114,000

ウ 機械及び装置 485,172

減価償却累計額 △ 246,326 238,846

エ 車両運搬具 2,448

減価償却累計額 △ 128 2,320

　有形固定資産合計 13,422,528

(2) 無形固定資産

ア 施設利用権 1,580,650

　無形固定資産合計 1,580,650

(3) 投資その他の資産

ア 出資金 240

イ 長期貸付金 600

　投資その他の資産合計 840

　固定資産合計 15,004,018

２ 流動資産

(1) 現金預金

ア 預金 448,386

　現金預金合計 448,386

(2) 未収金

ア 営業未収金 58,114

貸倒引当金 △ 38 58,076

イ 営業外未収金 15,045

ウ その他未収金 1,484

　未収金合計 74,605

　流動資産合計 522,991
　資産合計 15,527,009

３ 固定負債

(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 3,957,797

　企業債合計 3,957,797

　固定負債合計 3,957,797

４ 流動負債

(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に
充てるための企業債 302,757

　企業債合計 302,757

令和８年度滝沢市下水道事業予定貸借対照表
（令和９年３月３１日）

(単位：千円)

資　　産　　の　　部

負　　債　　の　　部
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(2) 未払金

ア 営業未払金 24,692

イ その他未払金 180

　未払金合計 24,872

(3) 引当金

ア 賞与引当金 1,141

イ 法定福利費引当金 222

　引当金合計 1,363

　流動負債合計 328,992

５ 繰延収益

(1) 長期前受金

ア 国庫補助金 4,796,817

収益化累計額 △ 1,318,594 3,478,223

イ 県補助金 403,252

収益化累計額 △ 156,906 246,346

ウ 受益者負担金・分担金 896,686

収益化累計額 △ 238,502 658,184

エ 受贈財産評価額 5,135,714

収益化累計額 △ 2,000,042 3,135,672

オ その他長期前受金 99,399

収益化累計額 △ 99,361 38

　長期前受金合計 7,518,463

　繰延収益合計 7,518,463

　負債合計 11,805,252

６ 資本金

(1) 固有資本金 2,260,059

(2) 組入資本金 1,279,508

　 　資本金合計 3,539,567

７ 剰余金

(1) 資本剰余金

ア 国庫補助金 20,487

イ 県補助金 13

ウ 負担金・分担金 1,374

エ 受贈財産評価額 2,958

オ その他資本剰余金 125,823

　資本剰余金合計 150,655

(2) 利益剰余金

ア 当年度未処分利益剰余金 31,535

　利益剰余金合計 31,535

　剰余金合計 182,190

　資本合計 3,721,757
　負債資本合計 15,527,009

資　　本　　の　　部
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

１　重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・記帳の方法 間接法

イ　無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・記帳の方法 直接法

（２）引当金の計上方法

ア　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計

　　　上している。

イ　法定福利費引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

　　　る支出見込額に基づき、翌年度の支出見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から

　　　3月までの4か月分）を計上している。

ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

　　　いる。

エ　退職給付引当金

　　　　岩手県市町村総合事務組合（退職手当組合）の負担金以外の退職手当に係る費用発生

　　　が見込まれないため、退職給付引当金は計上しない。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（４）収益及び費用の計上基準

　　　　・収益は実現主義によっている。

　　　　・費用は発生主義によっている。

２　予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上の企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予

　　定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は553,203千円である。

３　その他の注記

（１）積立金の使用について

　　　企業債元金償還のために使用する減債積立金は、その他未処分利益剰余金変動額として

　　計上する。
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滝沢市下水道事業会計予算参考資料
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収益的収入及び支出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和８年度
予　定　額

令和７年度
決算見込額

増減(△減)
令和８年度
予　定　額

令和７年度
決算見込額

増減(△減)

791,108 804,653 △ 13,545 1,036,781 1,025,568 11,213

下 水 道 使 用 料 559,986 564,567 △ 4,581 管 渠 費 86,353 81,091 5,262

他 会 計 負 担 金 30,380 25,108 5,272 雨 水 処 理 費 7,024 2,006 5,018

他 会 計 補 助 金 199,876 214,189 △ 14,313 流 域 下 水 道 管 理 費 264,541 271,991 △ 7,450

そ の 他 営 業 収 益 866 789 77 業 務 費 60,264 58,308 1,956

331,329 323,761 7,568 総 係 費 22,537 14,814 7,723

受取利息及び配当金 1 1 0 減 価 償 却 費 591,171 589,102 2,069

他 会 計 負 担 金 1,830 1,952 △ 122 資 産 減 耗 費 4,439 7,801 △ 3,362

引 当 金 戻 入 益 1,094 634 460 普 及 促 進 費 240 240 0

長 期 前 受 金 戻 入 320,285 321,113 △ 828 そ の 他 営 業 費 用 212 215 △ 3

雑 収 益 8,119 61 8,058 60,244 69,575 △ 9,331

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

60,244 60,205 39

消費税及び地方消費税 0 9,370 △ 9,370

1,122,437 1,128,414 △ 5,977 1,097,025 1,095,143 1,882

25,412 33,271 △ 7,859

資本的収入及び支出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

令和８年度
予　定　額

令和７年度
決算見込額

増減(△減)
令和８年度
予　定　額

令和７年度
決算見込額

増減(△減)

149,100 196,000 △ 46,900 253,573 378,324 △ 124,751

企 業 債 149,100 196,000 △ 46,900 管 渠 建 設 事 業 費 168,928 313,646 △ 144,718

83,100 148,600 △ 65,500 雨 水 建 設 事 業 費 26,500 54,000 △ 27,500

国 庫 補 助 金 83,100 148,600 △ 65,500 流 域 下 水 道 建 設 費 55,601 10,678 44,923

21,843 11,027 10,816 固 定 資 産 購 入 費 2,544 0 2,544

受益者負担金･分担金 11,284 793 10,491 306,505 315,135 △ 8,630

他 会 計 負 担 金 10,559 10,234 325 企 業 債 償 還 金 306,505 315,135 △ 8,630

254,043 355,627 △ 101,584 300 300 0

出 資 及 び 貸 付 金 300 300 0

消 費 税 及 び 地 方 消 費
税 資 本 的 収 支 調 整 額

21,437 32,856 △ 11,419

減 債 積 立 金 27,936 128,654 △ 100,718

損 益 勘 定 留 保 資 金 256,962 176,622 80,340

306,335 338,132 △ 31,797

560,378 693,759 △ 133,381 560,378 693,759 △ 133,381合　　　　　計 合　　　　　計

負 担 金

企 業 債 償 還 金

小　　　　　計 そ の 他 資 本 的 支 出

補 て ん 財 源

小　　　　　計

補 助 金

営 業 外 費 用

合　　　　　計 合　　　　　計

収　支　差　額

収入科目 支出科目

企 業 債 建 設 改 良 費

営 業 外 収 益

令和７年度・令和８年度滝沢市下水道事業会計収支比較表

収入科目 支出科目

営 業 収 益 営 業 費 用
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収益的収入及び支出

収　　入
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 1,122,437

1 営 業 収 益 791,108

1 下 水 道 使 用 料 559,986

下 水 道 使 用 料 559,986

2 他 会 計 負 担 金 30,380

一般会計負担金 30,380 雨水処理経費に対する負担金

3 他 会 計 補 助 金 199,876

一般会計補助金 199,876 汚水処理経費に対する補助金

4 その他営業収益 866

手 数 料 866
指定工事店手数料、下水道台帳
図等交付手数料、督促手数料

2 営 業 外 収 益 331,329

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

1

預 金 利 息 1 定期預金利息

2 他 会 計 負 担 金 1,830

一般会計負担金 1,830
汚水処理分の企業債利子償還金
に対する負担金

3 引 当 金 戻 入 益 1,094

賞 与 引 当 金
戻 入 益

899
損益勘定支弁職員の前年度発生
分賞与に係る賞与引当金の戻入

法 定 福 利 費
引 当 金 戻 入 益

175
損益勘定支弁職員の前年度発生
分賞与に係る法定福利費引当金
の戻入

貸 倒 引 当 金
戻 入 益

20
下水道使用料に係る貸倒引当金
の戻入

4 長期前受金戻入 320,285

長期前受金戻入 320,285
減価償却及び除却損見合い分の
長期前受金の収益化

5 雑 収 益 8,119

そ の 他 雑 収 益 8,119
消費税及び地方消費税還付金、
専門研修受講費助成金等

下水道事業収益

令和８年度滝沢市下水道事業会計予算説明書

款　　　項 目 予定額
明　　　細
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 1,097,025

1 営 業 費 用 1,036,781

1 管 渠 費 86,353

給 料 7,881 職員2名、会計年度任用職員1名

手 当 3,988 職員2名、会計年度任用職員1名

法 定 福 利 費 2,538 市町村職員共済組合負担金等

備 消 品 費 293 公用車消耗品購入費等

燃 料 費 106 公用車燃料費

委 託 料 28,719
施設維持管理業務委託
下水道台帳管理ｼｽﾃﾑ業務委託

手 数 料 5 技術情報管理手数料

賃 借 料 1,244
ＩＧＲいわて銀河鉄道用地借上料
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ監視ｼｽﾃﾑ使用料

修 繕 費 28,267 下水道施設修繕費、公用車車検

動 力 費 12,936 下水道施設電気料

材 料 費 70 下水道施設用材料購入費

保 険 料 58 公用車保険料

負 担 金 214 土木積算システム利用負担金

公 課 費 9 自動車重量税

厚 生 福 利 費 25 市町村職員健康福利機構負担金

2 雨 水 処 理 費 7,024

委 託 料 2,024 雨水施設管理業務等

修 繕 費 5,000 雨水処理施設修繕費

3
流 域 下 水 道
管 理 費

264,541

負 担 金 264,541 流域下水道維持管理負担金

4 業 務 費 60,264

通 信 運 搬 費 203 郵送料

手 数 料 97 公金取扱手数料等

賃 借 料 740 受益者負担金システム賃借料

負 担 金 59,192
下水道使用料徴収業務負担金
量水器経費負担金

補 助 金 32 水洗便所改造資金利子補給金

下水道事業費用

款　　　項 目 予定額
明　　　細
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支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考
款　　　項 目 予定額

明　　　細

5 総 係 費 22,537

給 料 3,045 職員1名

手 当 1,722 職員1名

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,141
損益勘定職員の翌年度支出見込
賞与に係る当年度発生分の引当
金

報 酬 168 経営審議会委員報酬

法 定 福 利 費 1,204 市町村職員共済組合負担金等

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

222
損益勘定職員の翌年度支出見込
賞与に係る法定福利費の当年度
発生分の引当金

旅 費 20 経営審議会関連旅費

被 服 費 158 職員貸与作業服等購入費

備 消 品 費 554 事務用消耗品購入費等

印 刷 製 本 費 99 マンホールカード

委 託 料 110 消費税確定申告業務委託

手 数 料 102 公金振込手数料

保 険 料 158 下水道賠償責任保険料

負 担 金 13,155
分庁舎諸経費負担金、市長部局
業務支援に対する負担金、部長
人件費等

会 費 負 担 金 166
日本下水道協会、岩手県下水道
協会会費

厚 生 福 利 費 11 市町村職員健康福利機構負担金

研 修 費 497 職員研修旅費、研修受講料

雑 費 5 駐車料金等

6 減 価 償 却 費 591,171

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

528,985 構築物、機械装置

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

62,186 流域下水道施設利用権

7 資 産 減 耗 費 4,439

固定資産減耗費 4,439 有形固定資産除却損

8 普 及 促 進 費 240

水洗便所設置費
補 助 金

240

9 その他営業費用 212

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

38
下水道使用料貸倒損失に備える
引当金

雑 支 出 154
過年度損益修正損（過年度下水
道使用料の調定減額）

- 22 -



支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考
款　　　項 目 予定額

明　　　細

貸 倒 損 失 20 下水道使用料不納欠損

2 営 業 外 費 用 60,244

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

60,244

企 業 債 利 息 60,244 企業債利子償還額
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資本的収入及び支出

収　　入
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 254,043

1 企 業 債 149,100

1 企 業 債 149,100

下 水 道 事 業 債 149,100 建設改良費に充当する企業債

2 補 助 金 83,100

1 国 庫 補 助 金 83,100

国 庫 補 助 金 83,100 建設改良費に対する国庫補助金

3 負 担 金 21,843

1
受 益 者 負 担 金
分 担 金

11,284

受 益 者 負 担 金 11,105 受益者負担金

受 益 者 分 担 金 179 受益者分担金

2 他 会 計 負 担 金 10,559

一般会計負担金 10,559
起債元金償還に対する一般会計
負担金（交付税基準内繰入）

資 本 的 収 入

款　　　項 目 予定額
明　　　細
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支　　出
（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

節 金額 備考

1 560,378

1 建 設 改 良 費 253,573

1 管渠建設事業費 168,928

給 料 8,256 職員2名分

手 当 5,770 職員2名分

法 定 福 利 費 3,465 市町村職員共済組合負担金等

報 償 費 656
受益者負担金及び受益者分担金
の一括納付に伴う報奨金

委 託 料 17,000 設計業務委託等

材 料 費 550 人孔鉄蓋作成費等

工 事 請 負 費 133,200 汚水管渠整備等

厚 生 福 利 費 31 市町村職員健康福利機構負担金

2 雨水建設事業費 26,500

委 託 料 500 資材価格調査業務

工 事 請 負 費 26,000 雨水施設整備等

3 流域下水道建設費 55,601

負 担 金 55,601 流域下水道建設負担金

4 固定資産購入費 2,544

有 形 固 定 資 産
購 入 費

2,544 車両運搬具購入費

2 企業債償還金 306,505

1 企 業 債 償 還 金 306,505

建 設 改 良 等
企 業 債 償 還 金

306,505 企業債元金償還金

3
そ の 他
資 本 的 支 出

300

1 出資及び貸付金 300

水 洗 便 所 改 造
資 金 貸 付 金

300

資 本 的 支 出

款　　　項 目 予定額
明　　　細
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（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

区分 事業名称

　

調査設計費 17,000 企業債 48,500

汚水整備事業 工事費 80,000 国庫補助金 48,500

整備面積 W-PPP導入可能性調査 1式

11.9ha 砂込（管渠） 121m

計 97,000 計 97,000

企業債 31,600

工事費 53,200 国庫補助金 21,600

汚水改築事業 マンホールポンプ改築 3箇所

舗装本復旧 150㎡

附帯工事 1式

計 53,200 計 53,200

　 　 受益者負担金 11,105

事務費 人件費等 事務費 18,728 受益者分担金 179

自己資金 7,444

計 18,728 計 18,728

168,928

調査設計費 500 企業債 13,500

工事費 26,000 国庫補助金 13,000

雨水整備事業 資材価格調査業務 1式

大釜排水区雨水幹線工事 26m

計 26,500 計 26,500

26,500

　 企業債 55,500

　 自己資金 101

計 55,601 計 55,601

55,601

　

　

計 2,544 計 2,544

2,544

建設改良費合計 253,573

（単位：千円、消費税及び地方消費税込）

区分 事業名称

マンホールポンプ緊急修繕工事

管路・その他緊急修繕

取付管緊急修繕（開削、管更生）

保存工事費合計 19,537

自己資金 2,544

財源内訳

自己資金 19,537

保存工事の主な内容

固
定
資
産
購
入

固定資産購入費

管渠 維持修繕事業

11,000

5,960

2,577

建設改良費の主な内容

事業内容 予算額 財源内訳

管
渠
建
設
事
業

未整備地区の汚水管路の整備及び官民
連携の導入可能性調査を行い、未普及
の解消を図る。

事業費計

老朽施設の改築工事を行い、施設の延
命化及び不明水の削減を図る。

雨
水
建
設
事
業

大釜排水区の雨水排水路の整備を実施
する。

事業費計

流
域
下
水
道
建
設

都南浄化センター施設整備負担金

流域下水道建設
負担金

施設利用権
取得費

55,601

事業費計

事業内容 予算額

2,544

事業費計

車両購入

車両運搬具
購入費
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